介護保険住宅改修費受領委任払の取り扱いについて

（館林市版）

介護保険での住宅改修費の支給は、工事終了後、利用者がいったん費用の全額を支払い、その後に申請をして保険給付費分（８割または９割）の支払いを受ける、「償還払」を原則としています。 

「受領委任払」は、利用者が支払う住宅改修の費用を初めから１割または２割で済むようにすることで、利用者の一時的な負担を軽減するための制度です。 

残りの９割または８割については、利用者の同意に基づき、館林市から登録を受けた受領委任払登録事業所に直接支払います。 

館林市ではこの「受領委任払」を以下のとおり実施します。 

受領委任払の実施に向け、事業所の登録を受付します。なお、市外の事業者についても登録対象といたします。

なお、従来から行っている「償還払」も、従来どおりご利用いただけます。 

　１  事業所の登録　 

受領委任払を取り扱うためには、事前に館林市への登録が必要となります。登録するには、次の要件を満たすことが必要です。 

（1）過去 1 年以内に介護保険における住宅改修の対象工事を行っていること。 

（2）介護保険における住宅改修の対象工事内容について、十分な知識があること。 

（3）住宅改修が適正な価格で行えること。
　２　登録方法等　 

館林市への登録に必要な書類は、以下の２点です。 

（1）館林市介護保険住宅改修費受領委任払取扱事業者登録（変更）届出書 

（2）館林市介護保険住宅改修費受領委任払制度誓約書 

書類は、館林市役所介護保険課（以下「介護保険課」）へ提出します。 
書類審査後、事業者には介護保険課から館林市介護保険住宅改修費受領委任事業者登録決定通知書を送付します。 

登録申請は事業者が事業所ごと（支店ごと）に行ってください。 

（なお、登録事業所については、市のホームページに掲載します。）
　３  受領委任払の開始日　 

介護保険課で登録申請書類を審査後、登録通知が事業者に届いた時点から、住宅改修における受領委任払による手続きが可能となります。 

　４  受領委任払の取扱い手順　 

受領委任払を利用することに、利用者、介護支援専門員、登録事業所（施工業者）との間で合意した場合は、以下の手順(1)～(5)により手続きを行ってください。 
なお、受領委任払の実施と同時に、事前申請・支給申請で別々の申請書を使用することとなりますので、ご注意ください。
(1)  事前申請 

以下の書類を介護保険課へ提出します。見本を参考にして、作成してください。
①介護保険居宅介護（予防）住宅改修費事前申請書
②住宅改修が必要な理由書（介護支援専門員等が作成したもの） 

③工事費見積書（内訳が分かるもの。確認出来る範囲で部材の定価を記載すること） 

④改修予定（施工前）箇所の写真（撮影した日付が入っているもの） 

⑤施工前と施工後の状態がわかる書類等 

（生活動線がわかる平面図・断面図等）
⑥工事に使用する部材のカタログ（分かる範囲で） 

⑦住宅改修の承諾書（住宅の所有者が本人以外の場合） 

⑧住宅改修の承諾についてのお願い（住宅が賃貸である場合）

⑨介護保険住宅改修費受領委任払に係る委任状（新たに必要となります）
(2)  住宅改修の着工 

介護保険課で事前申請書類を審査した後、工事内容並びに価格が妥当と判断した場合、利用者あてに「介護保険居宅介護（予防）住宅改修承認・不承認決定通知書」を通知しますので、確認した上で着工してください。 

住宅改修の内容が事前申請したものと変わる場合は、必ず着工前に介護保険課へご相談ください。 

(3)  住宅改修の完了及び利用者負担額（１割または２割）の受領 

登録事業所（施工業者）は、工事が完了した後、保険給付費分の改修費用に 10分の１または２を乗じた（１円未満の端数切り上げ）額を利用者負担額として利用者から受領してください。受領後、利用者に領収書を発行してください。
※詳しい計算方法は、別紙資料『介護保険対象分の利用者負担額（１割または２割）の算出に当たっての留意事項』をご確認ください。 

 (4)  支給申請
以下の書類を介護保険課へ提出します。見本を参考にして、作成してください。
①介護保険居宅介護（予防）住宅改修費支給申請書
②領収書（利用者負担額分） 

③改修（施工後）箇所の写真（撮影日付の入っているもの） 

④工事費明細書（内容に変更があった場合、それを反映させたもの）
  [別紙資料例２による領収書の記載例] 
	領収書

平成30年○月×日　
館林　太郎　様
金額

\　３０，０００円

　ただし、トイレ手すりの取り付け及び廊下の段差解消工事（90,000円）の利用者負担額
（介護保険対象額6,667円・対象外工事23,333円）※として

　上記正に領収しました。

（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　

（事業所名・代表者名）　　　　　　　　印


※介護保険対象額を超過する場合や、介護保険対象外工事により別途費用徴収する場合は、必ず、ただし書きで内訳が分かるように明記してください。 
※支給限度額を超過しない場合でも、領収金額と工事金額、両方の明記をお願いします。
(5)  書類の審査及び事業所（施工業者）への工事代金の支払い 

介護保険課は書類を審査後、締切日の翌月２０日頃に決定通知を登録事業所に発行し、事業所指定口座に住宅改修費を振り込みます。 

償還払・受領委任払共に支給申請の締切日は毎月月末となります。 

（ただし、土日・祝日にあたる場合はその前日になります。） 

☆各種提出書類について、不備があるものと認めた場合、修正を指示することがありますので、ご了承ください。

　５  利用者の制限　 

  次の方は、受領委任払の利用ができませんのでご注意ください。 

  ただし、(2)、(3)については個々の状況により利用できる場合がありますので、あらかじめご相談ください。 

(1)　給付制限を受けている方 （給付額減額該当者も含む）

(2)　要介護認定の申請中（新規申請・変更申請）のため、要介護度が決定していない方 

(3)　入院または入所中の方 

  ※申請後に上記(1)～(3)に該当した場合、受領委任払が適用できないことがあります。 
　６  その他　 
上記様式以外の様式につきましては、館林市介護保険住宅改修受領委任払制度実施要綱をご確認ください。 

(1)  届け出内容の変更{要綱第５条第１項} 

登録事業者は、事業所の名称、所在地その他の登録時における届出事項に変更があったときは、速やかに前条の届出書により市長に届け出なければならない。
(2)  登録の辞退等{要綱第５条第２項} 

登録事業者は、住宅改修の事業を廃止、休止若しくは再開するとき、又は登録を辞退するときは、速やかに館林市介護保険住宅改修費受領委任払取扱事業者登録廃止・休止・再開届出書（別記様式第５号）を市長に提出しなければならない。
(3)  事業者の登録の取消｛要綱第７条第１項・第２項｝ 

市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、登録事業者の登録を取り消すことができる。
⑴　要介護被保険者等の求めにもかかわらず、正当な理由なく受領委任払制度の利用を拒否した場合
⑵　登録事業者の責に帰すべき事由により、要介護被保険者等の身体、財産等を傷つけた場合
⑶　偽り、その他不正手段により第４条の登録を受けた場合又は住宅改修費の請求を行った場合
⑷　その他市長が登録の取消しについて必要と認めた場合
２　市長は、前項の規定により登録の取消しを行ったときは、館林市介護保険住宅改修費受領委任払取扱事業者登録取消通知書（別記様式第６号）により登録事業者へ通知するものとする。
[別紙資料]
介護保険対象分の利用者負担額（１割または２割）の算出に当たっての留意事項
○  １円未満の端数は切り上げます。 

	例１：改修費用の額が 133,333円の場合（利用者負担割合１割の方のケース） 

利用者負担額＝133,333円×  １／10  ＝  13,333.3円≒  13,334円 

（１円未満の端数切り上げ） 　


○  住宅改修を行うことにより、利用者が行った住宅改修に係る改修費用の額が支給限度基準額（20万円）を上回る場合は、支給限度基準額内の改修費用の額に 10分の１または２を乗じた額と基準額を超える額の合計額を利用者負担額として支払いを受けます。 

	例２：既に 133,333円分の住宅改修を行っている利用者が、90,000円の住宅改修を

行う場合（利用者負担割合１割の方のケース） 

（支給限度基準額内の改修費用残額） 

＝  200,000円  －  133,333円  ＝  66,667円（A） 

（支給限度基準額を超える改修費用額） 

＝   90,000円  －   66,667円  ＝  23,333円（B） 

利用者負担額  ＝  66,667円（A）×  １／10  ＋  23,333円（B） 

（  66,667円（A）×  １／10  ＝  6,666.7円  ≒  6,667円（C）  ） 

（１円未満の端数切り上げ）

23,333円（B）+ 6,667円（C）=    30,000円 

※  基準限度額を超える改修費用額（B）は、住宅改修費支給対象とはなりません。

※  介護保険対象額の１割分（6,667円）と支給限度基準額を超える改修費用額 

（23,333円）を利用者から受け取ることになるので、領収書にはその合計金額である 30,000円（B＋C）を記載してください。


